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技術に関する施策・事業評価報告書概要 

技術に関する施策 

技術に関する施策名 情報サービス・ソフトウェア分野に係る技術に関する施策 

担当課 商務情報政策局情報処理振興課・情報経済課 

技術に関する施策の目的・概要 

施策の主な目的は、情報サービス・ソフトウェア産業の高度化を通じた、IT 利活

用による我が国産業全体の競争力強化である。我が国情報サービス・ソフトウェア

産業は、売上げ規模は 19 兆円、雇用者数 91 万人を擁する重要産業である。また、

企業の生産、物流、顧客管理のためのエンタプライズ系のソフトウェアや、携帯電

話、情報家電等の製品の中にある組込み系のソフトウェアのように、IT があらゆる

産業にとって不可欠な業務インフラとして機能しており、IT の利活用によって生産

性向上、コスト削減、新サービスの創出等を実現するという点に鑑みても、情報サ

ービス・ソフトウェア産業は他産業の発展に大きく裨益している。そのため、我が

国産業全体の競争力強化という観点で、情報サービス・ソフトウェア産業政策の費

用対効果は極めて大きい。 

また、我が国経済社会の安全・安心の確保も、引いては我が国産業全体の競争力

強化に寄与するものではあるが、情報サービス・ソフトウェア産業政策の目的の 1

つである。上記のように ITが経済社会インフラとして機能する中、ソフトウェア・

システムの信頼性・安全性は社会基盤の安定性を左右する存在となっている。一方

で、最近でも情報システムのトラブルは頻発しており、ソフトウェア・システムの

品質の確保が喫緊の課題となっている。その品質の向上に資する技術開発は、経済

社会の安全・安心の確保という極めて公益性の高い取り組みと言える。 

一方、これまで日本の情報サービス・ソフトウェア産業は国内市場の受託開発が

大きな割合を占めていたが、今後はクラウドコンピューティング等を活用し、グロ

ーバルにサービス提供型の事業を展開していくことが必要となっている。 

また、ユーザー企業における IT 活用の目的が、業務効率化から、いかに IT を活

用して事業に付加価値を加えるかにシフトしている。今後、ベンダーはユーザーに

新しいサービス・システムを提案していくことが必要となっている。 

更に、デジタル化・ネットワーク化の進展により、世界のあらゆる情報がデジタ

ル化され、インターネット・センサーネットワークを通じて広く流通する世界

（Internet of Things）が実現しようとしている中、新たな競争優位の源泉として

の新社会システム創出に向け、「融合領域」として IT 化が進んでいない『フロンテ

ィア領域』と、既に変化が始まっている『競争激化領域』をターゲットに、市場規

模や産業構造の変化が生み出されつつある。 

商務情報政策局においては、「IT・データ利活用による我が国産業全体の競争力強

化を図る」という全体としての目的、前述したこれまでの継続した政策の流れ、分

析結果・提言及び「選択と集中」の観点から、情報サービス・ソフトウェア分野の



ii 
 

技術政策として「IT 融合」「クラウドコンピューティング」「組込みソフトウェア」

の 3つに特化し政策を展開している。 

 

技術に関する事業一覧 

①IT融合による新産業創出のための研究開発事業（平成 23～24年度） 

②IT融合システム基盤開発事業（NEDO執行事業）（平成 24～25年度） 

③組込みシステム基盤開発事業（平成 22～25年度） 

④次世代高信頼・省エネ型 IT基盤技術開発・実証事業（平成 22～23年度） 

⑤ソフトウェア制御型クラウドシステム技術開発プロジェクト（平成 25〜27年度） 

②については NEDO にて評価を実施するため、また、⑤については平成 25 年度より

開始した事業であるため、事業評価の対象外とした。 

 

技術に関する施策評価の概要 

１．施策の目的・政策的位置付けの妥当性 

情報サービス・ソフトウェア産業関連施策の全体像の中で、技術関連の施策とし

て「IT 融合」「組込みソフトウェア」「クラウドコンピューティング」に注力してい

ることは妥当と考えられる。また、情報サービス・ソフトウェア産業の現状把握と

課題、国際情勢、産業構造の変化等をふまえた、社会的ニーズの高さは明らかであ

り、また政府計画等でも重要な課題として常に位置づけられている。 

一方で、国際市場を視野に入れた海外との連携及び構造的な課題への根本的解決

策へのアプローチが課題と考えられる。また、特に複数のプロジェクトからなる事

業に関しては、それぞれのプロジェクトが連携した成果の追求が必要である。 

 

２．施策の構造及び目的実現の見通しの妥当性 

「研究開発を通じた情報サービス・ソフトウェア産業の競争力強化」という施策

の目的の達成に向けて、的を射た事業が実施され、個々の事業の目的は概ね達成さ

れたと考えられる。特に標準化やプラットフォーム化等の産業全体のインフラとな

り得る施策が実施されている点等が評価できる。 

一方で、グローバルスタンダードとしての国際展開、事業化、普及に関しては課

題が残る。また複数のプロジェクトからなる事業に関しては、個々のプロジェクト

の効果・目標達成だけでなく、全体としての効果・目標達成を評価できる指標を持

つことが必要と考えられる。 
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３．総合評価 

情報サービス・ソフトウェア分野に係る技術に関する施策は、その政策的位置付

けが様々な政府計画などに裏付けられ、社会全体としてのニーズや課題をふまえた

具体的な事業の内容等の点で、経済・産業の発展への貢献が期待でき、全般的に評

価できる。 

一方で、グローバル時代における日本の情報サービス・ソフトウェア産業のある

べき姿に向けて、多重化構造等業界の構造的な課題の解決、成果のグローバル展開

に向けた具体的な方針や方策の展開、他省庁との更なる連携、様々な局面での波及

効果の追求が必要と考えられる。 

 

今後の研究開発の方向等に関する提言 

技術革新と社会の変化がかつてないほど激しくなってきている中ではあるが、長

期的視野に立った研究開発こそ国が関与する領域と考えられる。国のそのような姿

勢が、現在短期的成果を求めがちである多くの日本企業の研究開発のあり方に影響

を与えることも期待できる。  

施策対象分野としては、クラウド技術が社会基盤としてその活用がますます進展

し、データ量も増えていく中で、データの高度な共有と活用が重要と考えられる。

技術的課題も多いが、医療をはじめとする様々な領域を連携させる技術施策、また

公共データ等の公開による活用促進と、新産業創出の支援も必要と考えられる。 

一方このようなクラウド化、またオープンソースソフトウェア活用の進展が進む

中で、情報サービス・ソフトウェア分野産業は構造的な転換点に差し掛かっている。

これまでの品質重視の方向性も重要であるが、今後はグローバル展開を視野に入れ

た、使う側のニーズを重視する方向に転換していくことが必要となってきている。 

あわせて国内だけではなく、我が国の企業が多く進出している ASEAN 地域をはじめ

とした海外進出の支援も視野に入れた体制を作っていくことが求められる。 
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技術に関する事業 

技術に関する事業名 IT融合による新産業創出のための研究開発事業 

上位施策名 情報サービス・ソフトウェア分野に係る技術に関する施策 

担当課 商務情報政策局情報処理振興課・情報経済課 

事業の目的・概要 

IT融合新産業とは、IT・データの活用があらゆる産業に浸透するなか、狭義の IT

産業における新ビジネスの創出だけでなく、製造業、サービス業、農業等の多様な

産業が IT・データの活用を起点として構造変化を遂げて生み出される新ビジネスや、

ITを媒介として異分野の産業が結びついて生み出される新ビジネスを含む。 

本事業では、IT の浸透によって今後産業構造が大きく変化して新事業が創出され

る可能性が高い分野であり、かつ日本が要素技術等で強みを持つ IT融合分野を中心

に、東北・被災地の復興、更には日本の復興につながる事業展開を支援する。 

具体的には、以下の 5つの領域における IT融合分野の研究・システム開発の拠点

整備及び拠点整備と一体化した研究・システム開発を補助する。 

 エネルギー 

 医療 

 農業 

 都市交通 

 基盤 

 

予算額等 

 平成 24年度 合計 

IT融合による新産業創出のための調査研究 1,888 1,888 

合計 1,888 1,888 

（単位：百万円） 

本事業は平成 23年度の第 3次補正予算の関連で実施されたもので、実質的に平成

24年度の単年度での執行となった。 

 
目標・指標及び成果・達成度 

（1）全体目標に対する成果・達成度 

要素技術 目標・指標 成果 達成度 

①先端事業

による実証 

ホーム ICT 技術

を活用したスマ

ートハウス向け

HEMSの実証研究 

エネルギーマネジメ

ントシステムの実証

評価等、5項目のテー

マについて評価等を

実施する。 

研究領域は省エネ、エネ

ルギーのマネジメント

から USB カメラによる

訪問者の検知など多岐

にわたる。 

全ての分野で、一応の成

果を挙げている。 

達成 
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蓄電池を用いた

分散型エネルギ

ー管理・制御シ

ステムの技術開

発及び実証事業 

家庭用小型蓄電シス

テムを含む分散型エ

ネルギー管理・制御

システムを開発す

る。 

「蓄電池を用いた分散

型エネルギー管理・制御

システム」の普及を通し

て、夏のピーク時などで

の電力不足に対応しよ

うとするもの。製品の実

用化の目処をつけるな

ど、成果を挙げている。 

達成 

ス マ ー ト ビ ル

DC/AC ハイブリ

ッド制御システ

ムの開発・実証 

安定的な電力供給シ

ステムの構築と、こ

れに関連した情報サ

ービスを創出する。 

IT 機能によってエネル

ギーマネジメントシス

テムを構築し、それによ

って電力不足に対応し

ようとするもの。低炭素

社会の実現まで視野に

入っている。高い視野を

持ち、壮大なスケールで

対応しようとしている。 

達成 

レセプト・健康

結果・バイタル

データの複合分

析で可能となる

健康サービスの

実証研究 

電子化された医療情

報（レセプト）と健

康診断結果を元に、

IT を利用して様々な

切口から複合分析を

行い、個人の定量的

な健康状態を把握す

る。 

電子化されたレセプト

と健診結果情報を蓄

積・分析し、個人や健康

保険組合などに健康サ

ービスを提供しようと

するもの。現実的な成果

を挙げている。 

達成 

地理空間情報を

活用した営農支

援システムの実

証・評価 

更なる農業の IT化と

普及、それによる生

産性と競争力の強化

を目的として、農業

生産法人などの現場

での営農に役立つ情

報システムを構築す

る。 

IT を活用して営農を支

援しようとするもの。世

界的にも未開拓な領域

で、楽しみが大きい。営

農支援システムの要件

定義も明らかにされて

いる。 

達成 

人工光型植物工

場における環境

制御 ITの確立 

IT を用いて人工光型

植物工場の環境を高

度に管理し、安定的

な野菜生産方式の構

築を行う。 

LED 電源と蛍光灯を使

用した野菜工場の IT に

よるコントロール。既に

実現している工場に関

わる議論で、現実的で、

有益。 

 

達成 

IT 融合による被

災地のインフラ

復旧支援とメン

アセットマネジメン

トシステムをはじめ

7 つの情報システム

被災地の支援などに必

要な情報システムと端

末の仕様を明らかにし、

達成 
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テナンス技術拠

点の形成・展開 

などの要求仕様を明

確にし、事業化検討

を実施する。 

それを構築し、実際に使

用して評価したもの。6

つの情報システムと 1

つの端末が対象になっ

ている。 

IT 融合車載 HMI

システムの実証 

・評価 

自動車の IT融合化に

よって発生する諸問

題を、「コックピット

HMI Master システ

ム」と「自動車向け

情報サービス」の新

事業創出により解決

する。 

次世代の自動車でのコ

ックピットを、IT を活

用して構築し、試用して

評価したもの。今後の自

動車による交通のあり

方を示唆する 1 つの試

み。 

達成 

自動車情報と映

像情報の集約・

融合による新ビ

ジネス・サービ

スの創出事業 

自動車からのリアル

タイムで大量・良質

な情報を安価に集約

し、その情報を処

理・分析して新情報

を作成し、この情報

を活用して新たなサ

ービスを考案し、実

現する。 

自動車情報と映像情報

を融合させて、新しいビ

ジネスを構築しようと

するもの。今後の自動車

による交通のあり方を

示唆する 1つの試み。 

達成 

東北・被災地区

の復興支援に供

する社会インフ

ラ等、点検・診

断評価を目的と

した共創型クラ

ウドの開発 

会津地方の地域に関

わる人々が協同して

作業を行う「共創型

クラウド」の開発と、

地域コミュニティに

よるモバイル端末を

用いた情報収集な

ど、併せて 4 つの業

務を遂行する。 

被災地で道路や家屋の

メンテナンスを行う上

で必要な機能を明らか

にし、それらを用意し、

試用して有効性を確認

したもの。この一環で会

津大学がクラウド環境

を用意した。 

達成 

IT 融合による次

世代自動車産業

創出のための実

証・評価及び研

究開発拠点形成

事業 

次世代 EV交通・物流

システムの要となる

「IT 融合による次世

代 EV交通システムの

評価システムの構

築」をはじめとする 4

つのテーマについ

て、開発と実証実験

を行う。 

新しい IT を核にした次

世代交通システムを構

築し、試用し、評価した

もの。今後の自動車によ

る交通のあり方を示唆

する 1つの試み。 

達成 

宮城県中小製造

業の「ものづく

り力の高度化」

IT とものづくりを融

合させた、完成品メ

ーカーと部品メーカ

中小企業が共同で使用

できるクラウド環境を

富士通が構築し、コンソ

達成 
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に向けた IT と

「ものづくり」

の融合 

ーの連携による高度

なものづくりの環境

を構築する。 

ーシアムのメンバーが

それを試用して評価し

たもの。新しい協業のあ

り方を示すもの。 

②制度・環

境の整備 

なし    

③技術開発 なし    

 
（2）目標及び計画の変更の有無 

なし。 

＜共通指標＞ 

論文数 
特許等件数 

（出願を含む） 

技術の 

商用化件数 

技術の国際 

標準件数 

1 1 5 なし 

 

総合評価概要 

「IT 融合による新産業創出」という観点から見て、事業としての幅の広さ、網羅

性の高さ、従来の枠を超えた新しいビジネスの挑戦というような点で、十分に評価

できる。テーマも非常に関心の高い分野のものが選ばれており、いずれも一定の成

果を挙げている。更に事業者の中には技術上・ビジネスモデル上の課題を解決し、

具体的な製品化や事業化に目処をつけたものが少なくないことも評価できる。 

また被災地復興の観点からは、東北地方の地域や企業各々が持つ技術の伸長に効

果があったことに加えて、東北地方で現実的に求められているニーズや解決すべき

課題に応えるための研究開発が採択されたことも良かった。 

一方、IT 融合という大きな施策と震災復興という施策という 2 つの方向性を、う

まくまとめ切れていないと言える。つまり、事業化に近いところにテーマが集中し、

「日本発の戦略」という目的が達成できていない。波及効果の観点からは、特に特

許及び学会発表に関して件数が少なく、もっと努力がなされても良かった。 

 

今後の研究開発の方向等に関する提言 

今後も継続して国が取り組むべき分野と考えられる。異分野の産業や社会システ

ムの融合による新産業創出は、次の日本を支える大きな柱となりうるものであり、

投資を加速させて然るべきである。ただし、一律に募集し評価するのではなく、新

しい産業創出にどのような立場で関わるのか、事業の課題の設定と目標管理の徹底

が必要である。 

（３事業共通） 

・技術の変化が非常に激しくなっているため、年度内にも修正していくスピードが

求められる。 
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・各事業間の連携が重要である。事業間の連携がより成果を高めると考えられる。 

・成果が出た事業については、認証を取得するなど国際標準化していく必要があり、

またそのための体制が必要である 。 

・それぞれの事業の成果をもっと普及させていく必要がある。学会等の発表、デー

タの提供、成果のオープンソース等、様々な方法が考えられる 。 
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評点結果 

評点法による評点結果 

（IT融合による新産業創出のための研究開発事業） 

 

 評点 A委員 B委員 C委員 D委員 E委員 

1.事業の目的・政策的位置付けの 

妥当性 
2.40 2 3 2 3 2 

2.研究開発等の目標の妥当性 1.80 2 2 2 0 3 

3.成果、目標の達成度の妥当性 1.60 2 2 1 1 2 

4.事業化、波及効果についての 

妥当性 
1.60 1 2 1 2 2 

5.研究開発マネジメント・体制・ 

資金・費用対効果等の妥当性 
1.80 2 1 2 2 2 

6.総合評価 1.80 2 2 2 1 2 

 

 

 

 
  

2.40  

1.80  1.60  1.60  1.80  1.80  

0.00
0.50
1.00
1.50
2.00
2.50
3.00

１ 

事
業
の
目
的
・
政
策

的
位
置
付
け
の
妥
当
性 

２ 

研
究
開
発
等
の
目
標

の
妥
当
性 

３ 

成
果
、
目
標
の
達
成

度
の
妥
当
性 

４ 

事
業
化
、
波
及
効
果

に
つ
い
て
の
妥
当
性 

５ 

研
究
開
発
マ
ネ
ジ
メ

ン
ト
・
体
制
・
資
金
・

費
用
対
効
果
等
の
妥
当

性 

６ 

総
合
評
価 

評点 



x 
 

技術に関する事業名 組込みシステム基盤開発事業 

上位施策名 情報サービス・ソフトウェア分野に係る技術に関する施策 

担当課 商務情報政策局情報処理振興課・情報経済課 

事業の目的・概要 

本事業は、社会インフラとして機能する一方、昨今、規模が拡大し、トラブルが頻

発するシステムの信頼性を向上させるとともに、我が国製造業及びソフトウェア産業

の国際競争力を強化するため、中小企業でも信頼性・生産性の高いシステム開発を行

えるように開発手法を標準化するとともに、中小ソフトウェア企業等による高信頼な

組込みシステムの技術開発・実証等を行う。 

 

１）中小企業向けのシステム開発手法の標準化 

システムの信頼性及びその開発の効率性を向上させるシステム開発手法の導入・

実証事業等を行うとともに、中小企業等産業界における標準化活動を行う。 

 

２）中小ソフトウェア企業等による高信頼な組込みシステムの開発 

２－１）高信頼な組込みシステム（車載制御）の開発環境及びアーキテクチャーの確

立 

高効率かつ高信頼なシステム開発手法を、特に高い信頼性・安全性が求められ、

近年開発規模の拡大が著しい自動車の制御システムの開発環境及びアーキテクチ

ャーの開発に適用する。これにより、制御システムの開発を支援するソフトウェア

の開発や、特に本年国際標準化の動きが加速している機能安全に着目した開発プロ

セス等の確立を行うとともに、機能安全を実装したアーキテクチャーを中小ソフト

ウェア企業等により開発する。 

 
２－２）高信頼な情報家電用組込みソフトウェアの開発環境及びフレームワークの確立 

企業の競争に影響が少ない協調領域の IT 資産を有効活用する研究として、不良

品を許さない必要最低限の信頼性と安全性を求められる比較的低価格な情報家電

製品等を対象とした、企業横断的に活用可能な共通基盤を構築し、中小企業が安価

な投資で開発可能となるフレームワークを確立する。 

 
３）検証の高度化 

信頼性・安全性を確実に機能させるため、ユーザー視点を含んだ、開発段階の機

能検証を可能とする検証技術を開発する。 

本事業は、平成 22年度から 25年度まで 4年にわたる事業として計画されており、

その具体的な内容は以下の 5つから構成されている。 
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 組込みシステム産業の施策立案に向けた実態把握のための調査研究 

 システム開発の高度化に関する調査研究 

 機能安全に対応した機器制御システムの開発 

 品質説明力向上に向けたオープンツールプラットフォーム構築 

 IT融合システムの信頼性・安全性等を確保する開発・検証技術等の確立 

 

予算額等 

年度 平成 平成 22 平成 23 平成 24 平成 25 合計 

合計 573 756 734 198 2,263 

（単位：百万円） 

 
目標・指標及び成果・達成度 

（1）全体目標に対する成果・達成度 

要素技術 目標・指標 成果 達成度 

①先端事業

による実証 

なし   

②制度・環

境の整備 

システムの評価

指標（メトリク

ス）に関する調

査 

ソフトウェアメトリ

クスの高度化を図る。 

メトリックス高度化

のための必要な考え

方を明確にし、その

ために使用する様式

等を固めた。ISOの分

科会でも成果を紹介

した。 

達成 

「ソフトウェア

定量コントロー

ル手法に関する

調査研究」／「安

全ソフトウェア

設計に関する調

査研究」 

プロジェクトの成功

を予測する方法を検

討し、確立する。／安

全ソフトウェア設計

に関する調査研究を

行う。 

２つの大学に再委託

して研究し、それに

対応するための考え

方を明確にした。 

達成 

企業の IT動向に

関する調査研究 

ユーザー企業の IT に

関わる動向を調査／

分析する。 

必要な調査を行い、

調査結果を「企業 IT

動向調査 2011」とし

て刊行した。 

達成 

組込み産業イノ

ベーション調査 

組込みソフトウェア

の競争力強化に資す

る製品メーカー（発注

者）と組込みソフトウ

３つの委員会／小委

員会を設置し、その

活動を通して製品メ

ーカー（発注者）と

達成 



xii 
 

ェアベンダー（供給

者）間の協業を実現す

るために必要となる

取り組みについて検

討する。 

組込みソフトウェア

ベンダー（供給者）

間の協業を実現する

ために必要となる取

り組み方を明らかに

した。 

組込みシステム

産業の施策立案

に向けた実態把

握のための調査

研究 

組込みシステム産業

の現状について調査

する。 

アンケートに基づく

丁寧な調査を実施

し、調査結果を公表

した。 

達成 

③技術開発 機能安全に対応

した機器制御シ

ステムの開発 

今まで各社個別で対

応してきた信頼性（機

能安全）に関する「非

競争領域の技術」と

「国際規格 ISO 26262

に対する解釈方法」の

標準化と共有化を行

う。併せて、組込みシ

ステムについて、信頼

性・安全性の向上、標

準化の推進等を図る。 

ISO 26262 の全体像

を把握し、この研究

結果をガイドブック

としてまとめて刊行

し、広く関係者が利

用できるようにし

た。 

達成 

品質説明力向上

に向けたオープ

ンツールプラッ

トフォーム構築 

品質説明力の向上を

図るためのオープン

ツールプラットフォ

ームを構築し、国際的

に活用される産業基

盤を形成する。 

製品に対する本質的

品質を維持しつつ、

品質説明力の向上を

図るためのオープン

ツールプラットフォ

ームを構築した。現

在その普及活動を行

っている。 

達成 

IT 融合システム

の信頼性・安全

性等を確保する

開発・検証技術

等の確立 

IT 融合システムの信

頼性・安全性等を第三

者が効果的・効率的に

検証できる技術手法

を確立する。 

左記検証手法を確立

し、現在広報活動を

行っている。 

達成 
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（2）目標及び計画の変更の有無 

なし 

 
＜共通指標＞ 

論文数 
特許等件数 

（出願を含む） 

技術の 

商用化件数 

技術の国際 

標準件数 

0 0 0 0 

 

総合評価概要 

製造業を基幹産業とする我が国にとって、組込みシステムの優劣が国の命運を分け

ると言っても過言ではない。その意味で本事業はたいへん重要な領域であり、国の政

策として積極的に対応してきていることは高く評価できる。テーマも今回はシステム

の開発環境からアーキテクチャーの確立、検証方法まで大きな広がりを持っており、

この点も評価できる。 

一方、大きな目的として謳っている「世界への発信」は、更に促進する必要がある。

本事業で実現した成果が国際規格化されたり、ツールや方法などが国内外の企業で採

択されたりするよう、国も含めて継続的に努力する必要がある。 

 

今後の研究開発の方向等に関する提言 

中小ソフトウェア企業の活躍の場を整備するために、標準化やツールの整備などは

今後も継続して施策として取り組む必要があると思われるが、常にオープンに参加で

き、成果を活用できるような配慮が必要と考える。 

（３事業共通） 

・技術の変化が非常に激しくなっているため、年度内にも修正していくスピードが求

められる。 

・各事業間の連携が重要である。事業間の連携がより成果を高めると考えられる。 

・成果が出た事業については、認証を取得するなど国際標準化していく必要があり、

またそのための体制が必要である 。 

・それぞれの事業の成果をもっと普及させていく必要がある。学会等の発表、データ

の提供、成果のオープンソース等、様々な方法が考えられる 。 
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評点結果 

評点法による評点結果 

（組込みシステム基盤開発事業） 

 

 評点 A委員 B委員 C委員 D委員 E委員 

1.事業の目的・政策的位置付けの 

妥当性 
2.60 2 3 3 3 2 

2.研究開発等の目標の妥当性 2.40 2 2 3 3 2 

3.成果、目標の達成度の妥当性 1.80 1 2 2 2 2 

4.事業化、波及効果についての 

妥当性 
2.00 2 2 2 2 2 

5.研究開発マネジメント・体制・ 

資金・費用対効果等の妥当性 
2.20 2 2 3 2 2 

6.総合評価 2.20 2 2 3 2 2 
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技術に関する事業名 次世代高信頼・省エネ型 IT基盤技術開発・実証事業 

上位施策名 情報サービス・ソフトウェア分野に係る技術に関する施策 

担当課 商務情報政策局情報処理振興課・情報経済課 

事業の目的・概要 

現在、クラウドコンピューティングを利活用して大容量情報を蓄積・分析し、新た

な価値を提供する一般消費者向けサービス等が急速に普及してきている。更に今後

は、次世代情報処理基盤としてクラウドコンピューティングを活用したビジネス向け

のサービスが急速に普及すると予測されている。また、クラウドコンピューティング

は、サーバーやネットワーク機器の集約化及び、社会システムの効率化による省エネ

も見込まれることから、社会課題となっている地球環境問題にも対応することが期待

される。 

このことから、高信頼・高品質の我が国情報処理技術を活かし、クラウドコンピュ

ーティングを利活用したビジネスベースの新たな産業・サービスの創出・高次化を世

界に先んじて行い、海外市場への展開を図るとともに、省エネ等の社会的課題に対応

することを目的とする。 

本事業は、クラウドコンピューティングの信頼性向上、安全性向上、利便性向上等

のため、信頼性・セキュリティの動的制御・強化、個人情報匿名化、データ処理の高

速化実現、省エネ、クラウド間相互運用性、利用者が求めるサービスレベルに対し柔

軟かつ迅速な対応、クラウド上でアプリケーション高生産性、確保等を目標とした技

術開発を行うものである。 

具体的には、以下に掲げる技術の１つまたは複数について、提案者が所有する施設、

設備等を最大限に活用して開発を行い、得られた成果を報告書にまとめる。 

 生産性向上に関する技術 

クラウドアプリケーション開発の生産性を向上させる、アプリケーションの短期

間・低コスト開発技術、高生産性クラウドプラットフォーム技術等 

 効率化に関する技術 

IT 資産を需要に応じて最適化するリソース最適化技術等のプロビジョニング技

術等 

 信頼性向上に関する技術 

クラウドコンピューティングの信頼性を向上させる、非機能要求のアプリケーシ

ョン・インフラレイヤーでの確保技術、高信頼性・データ保護術、データセンター

運用の自動化技術等 

 安全性向上に関する技術 

クラウドコンピューティングの安全性を向上させる、マルチテナントにおける脆

弱性対策技術、データ匿名化技術、セキュリティ技術等 

 高速化に関する技術 

クラウドコンピューティングの処理速度を向上させる、大量データ収集・処理・

分析技術、並列分散処理技術、ストリーミング処理技術等 
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 省エネルギーに関する技術 

クラウドコンピューティングの省エネルギー性能を向上させる、ITとファシリテ

ィの連携技術、電源制御技術等 

 相互運用・連携性に関する技術 

クラウドコンピューティング間の相互運用・連携性を向上させる、データ連携、

サービス連携技術等 

 その他 

クラウドコンピューティングの基盤技術であって、上記に該当しない技術 

 

予算額等 

 平成 22年度 平成 23年度 合計 

合計 788 1,388 2,177 

（単位：百万円） 

 

目標・指標及び成果・達成度 

（1）全体目標に対する成果・達成度 

要素技術 目標・指標 成果 達成度 

①先端事業に

よる実証 

なし   

②制度・環境の

整備 

整備 新しい IT基盤を利用者にと

って更に利用しやすいもの

にするための調査と環境整

備を行う。北海道から九州

まで、それぞれの地域に密

着した活動を行う。 

北海道から九州まで

のそれぞれの地域

で、中小企業の IT利

活用の促進と中小IT

ベンダーのクラウド

サービスの展開等と

の連携強化を図るた

めの地域環境整備を

行った。 

達成 

③技術開発 基盤（プラッ

トフォーム） 

クラウドコンピューティン

グをはじめとする、新しい

IT 基盤を構築する。クラウ

ドコンピューティングの運

用を担当するデータセンタ

ーにも注目する。 

情報センサーのデー

タを共同利用する技

術などを含め、クラ

ウド環境を生かす新

しい仕組みが構築さ

れた。 

達成 

基盤（安全性） 特に安全性に着目して、ク

ラウドコンピューティング

に関わる匿名化技術や認証

技術、暗号などについて研

匿名化や認証、暗号

化など安全性に関わ

る新しい仕組みが構

築されたことに加

達成 
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究開発を行う。更にメトリ

クスの高度化・国際標準化

にも対応する。 

え、非専門家でもク

ラウドアプリケーシ

ョンの開発を可能に

する環境が構築され

た。 

応用（ヘルス

ケア） 

新しい IT環境の検証で試用

するため、ヘルスケア関連

の先端的なアプリケーショ

ンを開発する。 

医療分野におけるク

ラウドコンピューテ

ィングの利活用や、

レセプト情報の利活

用を実現した。 

達成 

応用（ソーシ

ャル） 

新しい IT環境の検証で試用

するため、大震災復興やラ

イフログサービスについて

のソーシャル関連の先端的

なアプリケーションを開発

する。 

ソーシャルクラウド

やライフログサービ

スを実現した。 

達成 

応用（サービ

ス） 

新しい IT環境の検証で試用

するため、テレワークの普

及などサービス関連の先端

的なアプリケーションにつ

いて検討する。 

利用者が安心安全に

サービスを利用する

ために必要な施策、

テレワークの検討な

どを実施した。 

達成 

応用（コンテ

ンツ） 

新しい IT環境の検証で試用

するため、３D映像などのコ

ンテンツ関連の先端的なア

プリケーションについて検

討する。 

３D 映像の制作など

でクラウドコンピュ

ーティングを活用す

る手法などを検討し

た。 

達成 

応用（G空間） 新しい IT環境の検証で試用

するため、位置情報などの

関わる先端的なアプリケー

ションを検討し、開発する。 

地理空間情報などで

クラウドコンピュー

ティングを活用する

仕組みを構築し、検

証した。 

達成 
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（2）目標及び計画の変更の有無 

なし 

 

＜共通指標＞ 

論文数 
特許等件数 

（出願を含む） 

技術の 

商用化件数 

技術の国際 

標準件数 

8 3 3 0 

 

総合評価概要 

クラウドコンピューティングは、今後社会の社会インフラの 1つとして重要な位置

を占めることになる。そのクラウドコンピューティングについて、これを活用したサ

ービスの展開にあたっての課題を網羅的に取り込んだ施策展開となっており、事業者

側における技術開発や環境整備に留まらず、ユーザー視点に立って安心・安全を担保

するための技術開発や環境整備も含めている点は非常に高く評価できる。つまりビジ

ネス向けサービスの普及をいち早く予見し、いくつもの応用分野においてその技術的

課題を明らかにするとともに、北海道から九州に至る広い地域においてクラウド環境

の整備に貢献している。 

一方、49の個別事業は事業の目的、成果が互いに独立している。長期的な技術ロー

ドマップの中で個々の事業の役割を把握し、今後の継続的な施策に反映することが望

まれる。 

 

 

今後の研究開発の方向等に関する提言 

クラウドコンピューティングは、今後業務アプリケーションやサービス個々につい

ては民間に委ね、利用者側にたった品質、安全、そして事業者間の競争環境の整備な

どに施策の比重を移すべきである。特に、利用者が求めている「安心・安全」を担保

するために、品質や信頼性を担保する仕組みを検討することも必要ではないか。技術

的には、システムの相互運用や、業務アプリケーション間の連携性を実現するために、

ベンダーに依存しない、オープンなシステムへの転換を主導することも施策として重

要と考えられる。 

（３事業共通） 

・技術の変化が非常に激しくなっているため、年度内にも修正していくスピードが求

められる。 

・各事業間の連携が重要である。事業間の連携がより成果を高めると考えられる。 

・成果が出た事業については、認証を取得するなど国際標準化していく必要があり、

またそのための体制が必要である 。 

・それぞれの事業の成果をもっと普及させていく必要がある。学会等の発表、データ

の提供、成果のオープンソース等、様々な方法が考えられる 。 



xix 
 

評点結果 

評点法による評点結果 

（次世代高信頼・省エネ型 IT基盤技術開発・実証事業） 

 

 評点 A委員 B委員 C委員 D委員 E委員 

1.事業の目的・政策的位置付けの 

妥当性 
2.00 2 3 1 2 2 

2.研究開発等の目標の妥当性 2.00 1 3 2 1 3 

3.成果、目標の達成度の妥当性 1.80 2 2 1 2 2 

4.事業化、波及効果についての 

妥当性 
1.60 1 3 1 1 2 

5.研究開発マネジメント・体制・ 

資金・費用対効果等の妥当性 
2.00 2 3 2 1 2 

6.総合評価 1.80 2 3 1 1 2 
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